
■ 貸借対照表（ＢＳ:Balance Sheet）とは 

自治体が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源

（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。 

資産合計額と、負債・純資産合計額が一致することから、バランスシート（ＢＳ）とも呼ばれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【貸借対照表の見方】 

 

◎ 資産には、行政サービスを提供するために使用する公共資産や、今後の収入をもたらす貸付金

が計上されています。地方公共団体のサービスには、道路や学校の建設など資産形成につながる

サービスと、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらないサービスがあります。

貸借対照表の資産は、資産形成につながるサービスによってつくられたものになります。 

 

◎ 負債には、将来支払う義務を負うものが計上されています。その主なものに地方債（市債）が

あります。地方債は、公共資産など住民サービスを提供するために保有する財産を形成した際の

財源として見た場合、「将来世代が負担する部分」と見ることができ、住民サービスを受ける世

代間の公平性を図っているといえます。 

 

 

 

 

 

◎ 純資産は、資産と負債の差額です。純資産を行政サービス提供のために保有する財産の財源と

して見た場合、「現在までの世代が負担した部分」という見方ができます。 

財産 財源 

公共資産 

投資等 

流動資産 

固定負債 

流動負債 

資 産 負 債 

純資産 

将来世代の負担 

将来の世代が負担しなけれ

ばならない債務 

一年を超えて返済時期が到来す

る負債 

一年以内に返済すべき負債 

過去・現世代の負担 

税金等現在までの世代が負

担した部分 

資産を時価評価した際の評

価差額分 

住民の財産 

将来の世代に引き継ぐ社会

資本や債務返済財源等の金

額 

土地、建物、工作物等の固定資

産と、現に公用または公共用に

供されていない資産（売却可能

資産） 

将来現金化や回収をする資産 

現金、一年以内に現金化しうる

資産 

市債を使うと・・・ 

 

市民負担 市民負担 市民負担 市民負担 

将来の市民も公平に負担 

 

市債を使わないで事業を行うと・・・ 

市民 

負担 

建設する年度の市民が全額負

担し、将来の市民は負担なし 

将来の市民 将来の市民 



■ 行政コスト計算書（ＰＬ:Profit and Loss statement）とは 

１年間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用と行政サービスの直

接の対価として得られた収入を表した表です。 

これら経常行政コストと経常収益を差引きしたものが純経常行政コストになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【行政コスト計算書の見方】 

 

 地方公共団体の行政サービスには、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらな

いサービスが多くあります。行政コスト計算書では、それらのサービスを提供するにあたって、

人件費や物件費、補助金といったどのような性質の経費が用いられたか、またこのような行政サ

ービス提供の見返りとしての使用料や手数料といった受益者負担がどの程度あったのかを把握す

ることができます。 

行政サービスを提供する上で最も重要な財源である税収は経常収益に含めないため、経常行政

コストと経常収益とを比べると一般的には大幅なコスト超過となります。この超過するコスト

は、地方税や地方交付税といった一般財源や資産の売却益などで賄わなければならないコストを

表します。 

純経常行政コスト（Ａ－Ｂ） 
 

経常収益（Ｂ） 
 

経常費用（Ａ） 
 

１．人にかかるコスト 

２．物に係るコスト 

３．移転支出的なコスト 

４．その他のコスト 

施設使用料など主に行政
サービス提供の過程で得
られた受益者負担 

地方税や交付税といった
一般財源や資産の売却益
などで賄うコスト 

人件費、退職手当引当金繰入金等 

物件費、維持補修費、減価償却費 

社会保障給付、補助金等 

公債費の支払利息、回収不能見込額 



■ 純資産変動計算書（ＮＷＭ:Net Worth Matrix）とは 

貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表している計

算書です。 

純経常行政コストに対する地方税・地方交付税等の一般財源、公共資産の除却売却など臨時的な要

因による損益、有形固定資産や有価証券の時価評価に伴い発生した取得価額との評価差額などを計上

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

【純資産変動計算書の見方】 

 

 純資産とは、市が保有する資産のうち、現在までの世代の負担で形成された資産を表すもので

す。純資産変動計算書における純資産の変動は、現在までの世代と将来世代との間での負担の変

動を表しているといえます。純資産が増加する場合には、現在世代の負担により将来世代も利用

できる公共資産を形成したことになり、将来世代の負担は軽減されていると考えることができま

す。一方、純資産が減少する場合には、将来世代に負担が先送りされていると考えることができ

ます。 

期首純資産残高 

純経常行政コスト 

財源調達 

臨時損益 

資産評価替・無償受入 

期末純資産残高 

-
 

+
 

+
 

+
 

＝ 

地方税や交付税といった一般財源や資産

の売却益などで賄うコスト 

一般財源（地方税、地方交付税等） 

公共資産の除売却損益等 

資産の時価評価による増減額等 



■ 資金収支計算書（ＣＦ:Cash Flow statement）とは 

歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分に分けて表示した財務書類です。 

１  経常的収支の部 

日常の行政活動による資金収支を計上 

２  公共資産整備収支の部 

公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金、借金などによる収入を計上 

３  投資・財務的収支の部 

出資、貸付、基金の積み立て、借金の返済などによる支出とその財源である補助金、借金、貸

付金元金の回収などの状況を計上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

【資金収支計算書の見方】 

 

  資金収支計算書からは、地方公共団体のどのような活動に資金が必要とされ、それをどのよう

に賄ったのか、また、どのような要因で資金が増減したのかがわかります。なお、経常的収支、

公共資産整備収支、投資・財務的収支の合計は、その年度の資金の増減額と一致します。 

１．経常的収支 

２．公共資産整備収支 

３．投資・財務的収支 

期首資金残高 

当年度資金増減額 

（当期収支） 

期末資金残高 

+
 

+
 

+
 

＝ 

＝ 

収入：税収、手数料 

支出：人件費等 

収入：公共資産整備財源 

支出：公共資産整備支出 

収入：投資等の財源となる補助金、借金等 

支出：出資、貸付、借金の返済 

貸借対照表の歳計現金（＝資金）と一致 



■ 財務４表の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （※）矢印（    ）は金額が一致することを示しています。 

貸借対照表（ＢＳ） 行政コスト計算書（ＰＬ） 

資金収支計算書（ＣＦ） 純資産変動計算書（ＮＷＭ） 

資産 負債 

純資産 

経常費用 

経常収益 

純経常行政コスト 

-
 

＝ 

資金 

期首資金残高 

当年度資金増減額 

期末資金残高 

+
 

＝ 

期首純資産残高 

純経常行政コスト 

-
 

＝ 
+
 

地方税・国庫補助金等 

期末純資産残高 


